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はじめに   

 長野県の財産管理に関して、県を取り巻く環境をみると、尐子高齢化と人口減尐社

会が到来しており、それに対応すべく、県有財産（土地や施設）の必要性を含めた再

配置を行わなければならないことは明らかである。また、県の産業基盤は第 2 次産業

の比率が高く、生産年齢人口が減尐していく傾向があり、景気悪化に伴い地方税収等

は大幅な減収となっている。そのような状況において、県の行財政運営において、資

産負債改革の一環として、県の貴重な財産である土地・建物が有効に活用されている

かを検証することは意義があると考える。 

 ここでは、財産の有効活用の視点から、県の財産管理について、全庁的な財産管理

の状況、未利用地等の把握と活用状況を検討した。 

具体的には、次のような方法・手続きにより検討を行った。 

「県の財産管理と財政状況」（第 2 章）において、県の財産管理と財政状況の概要

を述べる。 

「県有財産の管理について」（第 3章１）と「財産評価」（第 3章２）において、県

の財産（有形固定資産）の全体状況、公有財産台帳の整備状況、貸付地の状況、未利

用県有地の把握と活用状況を検討している。県有財産の全庁的な管理のあり方につい

て、財産台帳のシステム化、財産保全関連情報の把握とデータベース化、全庁的な財

産運用へ向けた取組の推進が必要であることを述べている。 

「実態調査からみる有効活用の検討」（第 3 章３）と「現地視察の結果と分析」（第

3章４）において、県の管財課が把握している未利用県有地だけでなく、現地の財産

管理者（主管課）に対して、監査人が実態調査を行った。特に、未利用県有地にはな

っていないが、本来の事業に活用されていないもの、利用計画があるものの事業が実

施されていないもの、事業目的を完了し将来用途廃止となることが予想されるものに

ついて、現地の財産管理者に対して実態調査票の送付を行い、必要に応じて現地視察

を行った。その結果は、調査結果の概要と個別の課題（職員宿舎、教育財産、その他）

としてまとめている。特に、人口減尐と尐子高齢化が急速に進んでいる地域において

は、職員宿舎や学校等の施設の再配置は、その必要性を含めて、検討が必要である。

また、財政状況等の理由から、事業計画の立たないような土地の活用や、部分的な利

用に留まっている土地や施設の一体的な活用への見直しが必要であることを述べて

いる。 

「県有施設の耐震化と大規模修繕計画」（第 3 章５）において、既存施設の大規模

修繕及び再建築の費用の試算を行い、全庁的な大規模修繕計画の必要性と財政計画へ

の影響を考慮することを述べている。 

「県営林」（第 3 章６）において、県営林の資産評価の試算、維持保有コストの検

討を行い、全庁的な視点からの活用として、カーボンオフセットモデルの事例を述べ

ている。 

県の公社については、財産管理の視点から、「長野県土地開発公社の保有土地の状
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況と課題」（第 3 章７）、「長野県住宅供給公社の保有土地の状況と課題」（第 3 章８）

において、保有土地の現状の評価と活用を検討し、活用促進への意見を述べている。 

「社団法人長野県林業公社について」（第 3 章９）においては、県の保有する森林

ではないが、民有林の整備という公共的な目的から、県から林業公社への多額な貸付

金があるので、その回収見込みを検討し、着実な回収努力の必要性を意見として述べ

ている。 

最後に、「県債の管理」（第 3 章 10）において、県債が財産取得の財源となってい

ることから、資産負債改革の一環として、県債管理の方法について検討している。景

気循環を通した県債の残高の見通しと一定水準の目標を示すことと、県債の金利軽減

への取組の必要性を述べている。 
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第１章  包括外部監査の概要 

１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件 

県の財産管理について ―資産の有効活用の視点から 

 

３．外部監査対象期間 

平成 20年４月１日から平成 21年３月 31 日 

ただし、必要に応じて過年度分及び平成 21年度分についても監査対象とした。 

 

４．外部監査の実施期間 

平成 21年 5月 12 日から平成 22年 3月 11 日 

 

５．監査対象部署 

県庁全体（関連する公社等を含む） 

 

６．事件を選定した理由 

長野県は、平成 20 年 3 月末で３兆数千億円の土地・建物等を保有しており、こ

れまで多額の財産形成を行っている。県は、財政健全化判断比率の公表とともに、

公会計改革として、平成 21 年秋までに貸借対照表等の財務書類 4 表（平成 20 年

度決算ベース）の作成が求められている。公会計改革においては、資産負債改革の

一環として、売却可能資産の把握と時価評価を行い、段階的な財産台帳の整備を行

いながら、未利用財産の売却促進や資産の有効活用等の具体的な施策を策定してい

る。県は、総務部管財課において、未利用県有地の把握と活用に努めているところ

である。 

このような状況において、外部の専門家の視点で、全庁的に未利用地等の把握と

活用を検討していくことは意義があると考える。このような検討を通じて、県有財

産の効果的な活用を推進させ、行財政改革に寄与することができれば幸いであると

考える。 
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７．外部監査の実施体制 

包括外部監査人 公認会計士 中 地   宏 

同補助者    公認会計士 鵜 川 正 樹 

同補助者    公認会計士 宮 本 和 之 

同補助者    公認会計士 青 山 伸 一 

同補助者    公認会計士 藤 代 孝 久 

同補助者    公認会計士 作 本   遠 

同補助者    公認会計士 浅 野 亮太郎 

同補助者    公認会計士 木 下   哲 

同補助者    公認会計士 阿 部 かおり 

 

８．利害関係 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定により

記載すべき利害関係はない。 

 

９．外部監査の視点・方法等 

財産の有効活用の視点から、全庁的な財産管理の状況、未利用地等の把握と活用

を検討していく。具体的には、以下のような方法・手続きにより検討する。 

 財産（有形固定資産）の全体状況の把握、公有財産台帳の整備状況の把握、

未利用県有地の把握と活用状況を検討する。 

 未利用県有地にはなっていないが、本来の事業に活用されていないもの、利

用計画があるものの事業が実施されていないもの、事業目的を完了し将来用

途廃止となることが予想されるものについて、現地の財産管理者に対して実

態調査票の送付を行い、必要に応じて現地視察を行う。 

 財団・任意団体等に有償・無償貸付をしている土地等の検討を行う。 

 未利用県有地の時価評価、保有コストの試算を検討する。 

 県有施設等の大規模修繕費・建替費の試算を行い、全庁的な大規模修繕計画

の必要性を検討する。 

 投資の財源である県債の管理について検討する。 
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第２章  県の財産管理と財政の状況 

１．県有財産の概要 

（１）財産の調べ 

長野県における県有財産の異動状況を表すものとして、地方自治法施行令第 166

条第 2 項の規定に基づき、『財産に関する調書』が作成されている。これは、土地、

建物、山林、動産及び物権ごとに、普通財産及び行政財産の別に集計されている。

ただし、面積等の数量データによるものであり、取得価額等の金額データではない。 

県有財産の異動状況を集計するために、総務部管財課は、毎年度、公有財産の数

量調査を実施し、財産台帳の整備を行っている。当該データは、管財課が管理する

「財産管理システム」に記載されて管理される。なお、一部、病院事業局や企業局

の企業会計資産並びに建設部所管の道路や橋梁等は対象に含まれない点、留意が必

要である。以下に、平成 20 年度末における『財産に関する調書』より、土地（山

林を含む）及び建物にかかる数量を集計したものを記載する。 

土地は全体で 104,445 千㎡であり、この内、山林の面積が 88,423 千㎡と最も大

きな割合を占めるが、本庁舎、その他の行政機関及び公共用財産の中では、学校の

面積が 5,526 千㎡と最も大きな割合を占める。また、建物は全体で 3,649 千㎡であ

り、この内、学校（1,370 千㎡）及び県営住宅（1,000 千㎡）の順に大きな割合を

占める。 

 

 

表 1 県有財産（土地） 

土地（地積） （単位：㎡）

前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

39,914.97 0.00 39,914.97 39,914.97 0.00 39,914.97 0.00 0.00 0.00

警察（消防施設） 262,406.29 286.53 262,692.82 262,406.29 286.53 262,692.82 0.00 0.00 0.00

その他の施設 2,052,469.96 -27,514.87 2,024,955.09 2,052,469.96 -27,514.87 2,024,955.09 0.00 0.00 0.00

学校 5,563,856.41 -37,659.08 5,526,197.33 5,563,856.41 -37,659.08 5,526,197.33 0.00 0.00 0.00

県営住宅 1,877,635.58 -226.29 1,877,409.29 1,877,635.58 -226.29 1,877,409.29 0.00 0.00 0.00

公園 1,583,191.38 332.00 1,583,523.38 1,583,191.38 332.00 1,583,523.38 0.00 0.00 0.00

その他の施設 1,837,091.31 -652.61 1,836,438.70 1,837,091.31 -652.61 1,836,438.70 0.00 0.00 0.00

88,441,448.00 -18,336.00 88,423,112.00 88,441,448.00 -18,336.00 88,423,112.00 0.00 0.00 0.00

163,708.95 -960.58 162,748.37 0.00 0.00 0.00 163,708.95 -960.58 162,748.37

1,530,537.23 -1,955.00 1,528,582.23 0.00 0.00 0.00 1,530,537.23 -1,955.00 1,528,582.23

116,759.28 -3,894.98 112,864.30 0.00 0.00 0.00 116,759.28 -3,894.98 112,864.30

640,839.08 3,921.82 644,760.90 1,397.65 0.00 1,397.65 639,441.43 3,921.82 643,363.25

371,274.65 51,396.04 422,670.69 0.00 0.00 0.00 371,274.65 51,396.04 422,670.69

104,481,133.09 -35,263.02 104,445,870.07 101,659,411.55 -83,770.32 101,575,641.23 2,821,721.54 48,507.30 2,870,228.84

職員宿舎

その他

合計

行政財産 普通財産

本庁舎

総括
区分

その他の

行政機関

公共用

財産

山林

宅地

田畑

廃川・廃道敷

（資料：財産に関する調書） 




